
様式３

農業用用排水施設（畑地かんがい施設）
　　　支線枝線水路　A=184.4ha、末端整備　A=671.0ha
農道整備：L=1.8km　W=4.5(5.5)m
総事業費：１，５００，０００千円
事業期間：平成２５年度～平成３０年度（２０１３年度～２０１８年度）

　事業内容：
　　農業用用排水施設（畑地かんがい施設）
　　　支線枝線水路　A=184.4ha
　　　末端整備　　　　A=671.0ha
　　農道整備　L=1.8km　W=4.5(5.5)m
　全体事業費：1,846,000千円
　事 業 期 間：平成２５年～令和７年度（２０１３年度～２０２５年度）

答 申 結 果 妥当

付 帯 意 見
・早期事業完成に努力すること。
・斬新な発想をもって新たな農業のあり方を検討し、その計画実現に向けた支援事業と
して取り組むこと。

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

・早期事業完了を目指し必要な予算を要求してきたが、国予算が抑制された時期があ
り、支線枝線水路の整備を優先して実施してきた。支線枝線水路は令和３年度（２０２１
年度）までに完成した。現在は末端整備を進めている。また農道整備は用地交渉が難
航していたが、令和４年度にすべての地権者の了解が得られ、現在令和７年度完成に
向けて事業を進めているところ。
・また今後の社会情勢等の変化により求められる多様な農作物栽培に対応できるよう、
必要となるかんがい用水を受益農地全体に行き渡らせる基盤が整った。
・県の農業改良普及所と連携してモデルほ場を活用してかん水効果の実証試験を行
い、これにより確認されたかん水効果を営農者へＰＲし、末端散水施設の整備の促進を
図っている。

審 議 の 概 要
前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度 平成24(2012)年度、事前評価

諮 問 理 由 鳥取県公共事業評価実施要綱第４条（１）：全体事業費が概ね１０億円以上の事業

事 業 概 要

本県の農産物の生産振興を図るための取組であることや、費用対効果や地元の要請
等を総合的に勘案した結果、提案された計画は妥当と判断された。

事業の概要及び再評価に係る資料

再評価の理由
　鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「農林水産省」２
　：事業採択後10年を経過している継続中の事業

未着手又は事
業が長期化して
い る 理 由

下記の理由により事業が長期化したもの。

・県の要求額に対し、国の予算配分が抑制された時期(平成26,27年度、平成29年度～
令和元年度）があり、畑地かんがい用水を受益農地へ行き渡らせるための支線枝線水
路の整備を優先したことから、末端整備及び農道整備の実施が遅れた。

評 価 の
実 施 経 緯

フ リ ガ ナ

事 業 名 県営
ケンエイ

畑地帯総合整備事業
ハタチタイソウゴウセイビジギョウ

（名和
ナ ワ

３期
キ

地区
チ ク

）

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 西伯郡
サイハクグン

大山町
ダイセンチョウ

事前評価
平成24
(2012)
年度

再評価 ―

事 業 概 要
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【当初計画時】

【当初計画時】（２）必要性

（１）事業目的

農道整備
　既存農道の幅員が狭く車両のすれ違いが困難なため、農作物輸送車両の大型化に
よる効率的な農作物輸送ができず、また地域農家の通作時及び生活道利用時に事故
の恐れがあるなど、営農面・生活面で支障が生じており、良好な農作物流通経路の確
保、及び営農者の生活環境の改善を図るため、農道整備が必要である。

【当初計画時からの変更点及びその要因等】

【当初計画時からの変更点及びその要因等】

【当初計画時】

　本地区は、大山山麓の畑地を中心とした農地に、国営大山山麓総合農地開発事業と
一体化を図り、畑地かんがい施設及び農道整備を総合的に実施することにより、農作
業の省力化、計画的作付、農作物（芝、ブロッコリー、梨、ネギ等）の高品質化、輸送の
合理化等を推進し、効率的で安定的な農業経営を確立することで、地域の活性化に寄
与する。

農業用用排水施設（畑地かんがい施設）
　本地域の畑地は、昔から水不足地帯であり、営農は天候に左右されて安定しないこと
から、農作物の安定的な収量・品質の確保が困難であり、農業用水の確保のため、恒
久的なかんがい施設の整備が必要とされている。
　また、これまでかんがい用水の運搬及び畑地への散水には多大な労力を要してお
り、この労力軽減を図るため、農地ごとにかんがい用水を供給し散水する末端整備が
必要である。

農業用用排水施設（畑地かんがい施設）
畑地かんがい施設の整備によりかんがい用水が確保されることで、以下の効果が見込
まれる。
・農作物の収量が増加し、販売額が増加する。
・農作物の品質向上により、生産物単価が増加する。
・かんがい用水の運搬及び散水労力が低減する。
・必要な時期に必要なかんがい用水を確保ができ、収益性の高い作物への転換が可
能となる。

（３）効果

【当初計画時からの変更点及びその要因等】

農道整備
農道の改良により、以下の効果が見込まれる。
・既存農道の拡幅により農作物輸送車両の大型化が可能となり、輸送コストが低減す
る。
・また、車両のすれ違いが可能となることで輸送時間が短縮するとともに、地域農家の
通作時及び生活道利用時における事故発生が抑制される。

変更なし

変更なし

１　事業の概要

変更なし
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（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

【特記事項】

特になし

土地改良法

(２０１３年度)
当初計画時点

(２０２３年度)
今回再評価時点

184.4ha 変更なし

（４）事業内容

―

増減

―

W=4.5(5.5)ｍ
1.8km

―

変更なし

項目

活用する国庫補助事業の変更及びそれに伴う負担割合のガイドラインの変更により財
源内訳が変更となった。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【事業根拠法令】

―

農 道 整 備

財 源 内 訳

農業用用排水施設
（畑地かんがい施設
： 支 線 枝 線 水 路 ）

国50%
県25.0%
町10%

地元15.0%

国50%
県27.5%
町10%

地元12.5%

671.0ha 変更なし
農業用用排水施設
（畑地かんがい施設
： 末 端 整 備 ）

【関連事業】

国営大山山麓総合農地開発事業（S47～H14(1972～2002))
県営畑地帯総合整備事業名和地区（H8～H20(1996～2008)）
県営畑地帯総合整備事名和２期地区（H21～R９(2009～2027)）
県営畑地帯総合整備事業名和４期地区（今後実施予定）
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完 了 予 定 年 度

２　再評価のための資料

(西暦年度)
当初計画時点

(西暦年度)
今回再評価時点

H25（2013）

（１）事業進ちょく
状況等

６年 13年

【当初計画時点からの変更点及びその要因等】

増減

（畑地かんがい施設の末端整備）
　畑地かんがい施設の支線枝線水路は共同給水栓まで整備済みで、受益農地に必要
なかんがい用水を供給する環境整備は完了し、現在は更なる営農に係る労力軽減を
図るための末端整備を進めているところ。
　令和５年度（2023年度）を目途に残りの末端整備の要望内容をとりまとめ、その内容を
踏まえ実施設計及び整備を実施し、令和７年度（2025年度）までに完成予定。

（農道整備）
　優先実施ししていた用水路等整備が完了したことから、農道整備に必要な用地交渉
を地元関係者及び大山町と協力しながら進めた結果、令和４年度（2022年度）にすべ
ての地権者から了解を得ることができ、令和７年度（2025年度）までの工事完成に向け
て用地買収を進めている。

【地域の協力体制】

名和地区畑地土地改良区及び大山町役場の協力のもと事業を推進している。

【関連事業との整合性の変化】

特になし

項目

事 業 採 択 年 度

着 工 年 度

事 業 期 間

+86.6ポイント

変更なし

H25（2013） 変更なし

―

―

H30（2018） R7（2025） ＋７年

投 資 事 業 費

85.3%

＋７年

（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

全 体 事 業 費 15.85億円 18.46億円 ＋2.61億円

うち用地進ちょく率 ― 34.6% +34.6ポイント

+85.3ポイント

以下の要因により、総事業費が増加した。
・再評価時の全体事業費は、計画変更時の全体事業費の以降残事業費に対し、国が
工種毎に定める自然増減率（労務費・材料費・機械損料等の物価変動増減率）を、本
地区で実施する各工種（畑かん施設、農道）に乗じて算定している。事業期間中の労
務費等の高騰に伴う事業費増。
・消費税率の引き上げ（８％→１０％）に伴う事業費増。
・支線枝線水路の埋設にあたり、現場掘削土の土質が想定より悪く、掘削土の処分及
び埋戻し土の購入が必要となった。また下水道管等既設構造物が支障となり埋設位置
が道路路肩部から中央部へ埋設する必要が生じ、舗装復旧面積が増加した。これらの
工法変更に伴う事業費増。

　畑地かんがい施設の支線枝線水路は完成し、受益農地にかんがい用水を行きわたら
せる基盤が整った。現在、各農地にかんがい用水を供給するための末端整備を進めて
いるところで、今後、農作物の品質ならびに収量の安定・向上が見込まれる。

【地域の事業に対する社会的評価】

―
15.99億円

（R5年度末見込）
＋15.99億円

進 ち ょ く 率 ― 86.6%

うち工事進ちょく率 ―

【現状での課題】
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【費用の変化】

【事業期間】

国予算の抑制により、令和7年度（2025年度）まで事業期間の延伸が必要となった。

【費用対効果分析の結果】

　費用便益比Ｂ／Ｃ＝１．１１（当初計画時点C＝１．２０）
　※「土地改良事業の費用対効果分析マニュアル（平成19年(2007年)3月28付18農振
第1597号農村振興局企画部長通知）」により算定

再評価時点における費用対効果算定については、下記の変更事項を反映してい
る。
（総費用）
・これまでの実績に基づく当該事業費の修正。
（作物生産効果）
・農作物の出荷価格について、最新のＪＡ等への聞き取りや国統計資料等に基
づき更新。
（品質向上効果）
・かんがいによる作物の品質向上に伴う出荷価格の上昇率について、ＪＡへ聞
き取りした最新の等級別出荷価格に基づき更新。
（営農経費節減効果）
・最新の国通知に基づく労働単価、機械経費及び各種係数の更新。
（営農に係る走行経費）
・最新の国通知や費用便益分析マニュアルに基づく走行経費・労務単価の更
新。

【その他】

　事業の主要工種である畑地かんがい施設の支線枝線水路を最優先に整備した結
果、令和３年度（2021年度）までに完成した。
　現在は畑地かんがい施設の末端整備を進めていくとともに、地元農家から早期完成
を要望されている農道の整備に着手するところ。
　事業費の一部を負担する大山町は、必要な予算を計上して計画工期内完成を図っ
ていく考えである。

（３）費用対効果分
析の要因の変化
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・社会的割引率　：　4％

・便益算定期間　：　工事期間＋40年

（単位：千円）

※上記の事業費は、（１）記載の全体事業費ではなく費用便益計算上使用する事業費

▲ 70,082

項　　目
（平成25年度）
(2013年度）

当初計画時点

（令和5年度）
(2023年度）

今回再評価時点

費用項目

【費用便益比の計算】

当該事業費 1,311,208 2,556,076

その他費用（関連事業費＋資
産価額＋再整備費用）

19,620,092 36,104,696

総費用（現在価値化）（Ｃ） 20,931,300 38,660,772

便益項目

【想定される影響】

・施工時の掘削や工事周辺の踏み荒らしによる動植物の生育環境の破壊が想
定されるが、工事内容から環境配慮対象動物に与える影響はほとんどない。

【影響を回避又は軽減する方法】

営農に係る走行経費節減効果 51,143 53,023

国産農産物安定供給効果 - 6,801

営農経費節減効果 1,239,644 1,330,060

維持管理費節減効果（農道整備）

一般交通等経費節減効果

▲ 690 ▲ 939

3,605 4,565

・今後も引き続き再生材を使用してコスト縮減を図る。

維持管理費節減効果
（農業用用排水施設）

▲ 55,304

（４）コスト縮減の
取り組み

（５）環境への影
響・配慮

年総効果（便益）額　合計 1,304,244 1,398,730

総便益額（現在価値化）（Ｂ） 25,195,645 42,980,461

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.20 1.11

【実績】

・管水路敷設や農道整備に安価な再生材（砂、砕石、アスファルト）を使用して
いる。

【今後の見込み】

・施工中は排出ガス対策型建設機械の使用や、適切な廃棄物の処理を行うよ
う努める。

【事業着手時点からの変更点及びその要因】

変更なし

作物生産効果 44,422 57,427

品質向上効果 21,424 17,875
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様式３

審 議 の 概 要
　当該事業をめぐる地域の協力体制、地域の事業に対する社会的評価等の社会情勢の変化
や費用対効果分析の結果等を審議した結果、継続が妥当と判断した。

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度 平成３０（２０１８）年度、再評価

諮 問 理 由
　鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「農林水産省」３
　：再評価の実施後さらに５年を経過した事業

事 業 概 要

事 業 概 要 延長：１５，３３０ｍ、総事業費：２６．６億円、事業期間：平成４年度～令和９年度

　計 画 延 長：１５，４７０ｍ　（見直し前　１５，３３０ｍ）
　幅         員：３．０（４．０）ｍ～４．０（５．０）ｍ
　全体事業費：３１．０億円　（見直し前　２６．６億円）
　事 業 期 間：平成４年度～令和１１年度（見直し前：令和９年度）

答 申 結 果 　継続

付 帯 意 見 　なし

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

　－

事業の概要及び再評価に係る資料

再評価の理由
　鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「農林水産省」３
　：再評価の実施後さらに５年を経過した事業

未着手又は事
業が長期化して
い る 理 由

　当路線は、山間奥地であり工事施工箇所が限定されるとともに、冬期の積雪等により施工可
能期間に制約があるため年間の工事量に限界があることから、当初から長期の事業期間を見
込んでいる。
　また、開設残区間のルート変更により計画延長を延伸（L＝１４０ｍ）したため。

評 価 の
実 施 経 緯

フ リ ガ ナ

事 業 名 　県営森林環境保全整備林道事業
ケ ン エ イ シ ン リ ン カ ン キ ョ ウ ホ ゼ ン セ イ ビ リ ン ド ウ ジ ギ ョ ウ

(中
ナカ　　ノ

ノ津
ツ

線
セン

 )

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 　八頭
ヤ ズ

郡
グ ン

智頭
チ ズ

町
チョウ

 芦
アシ

津
ヅ

、中原
ナカハラ

事前評価 － 再評価 平成２０年度 平成３０年度

1



－

１５，３３０ｍ １５，４７０ｍ ＋１４０ｍ

有効幅員　3.0ｍ
全体幅員　4.0ｍ

変更なし －

国50%､県42.5%､町7.5% 変更なし －

１５ｍ以上 変更なし －

変更なし －

【前回評価時】

　変更なし

【前回評価時】（２）必要性

（１）事業目的

(2018年度)
前回評価時点

(2023年度)
今回再評価時点

第２種１級 変更なし

２０ｋｍ 変更なし設 計 速 度

計 画 幅 員

財 源 内 訳

項目

普通自動車
（長さ12m以下）

１　事業の概要

　智頭町東部の智頭町芦津から同町中原地内の広範囲な森林地帯の森林施業を進め、森林
の多面的機能（水源のかん養、国土保全、環境保全、木材生産等）の維持・高度発揮を図る
上で必要不可欠な路網の骨格となる林道を整備する。

　本林道の利用区域1,958haの内、人工林が約８割を占め、その内、間伐等の施業が緊急に
必要な林分が約３割である他、今後、材の搬出等が必要な林分も多く、本林道の早期完成が
望まれている。また、保安林が約1,700haと特に多く、森林の公益的機能の維持向上を図る上
でも、本林道の整備が必要である。

　変更なし

　本林道の開設に伴い、開設済区間周辺の森林施業（除伐、枝打ち、間伐等）が実施されて
いる。（Ｈ２５～Ｒ４年の施業実績２７８ha）
　また、本林道の開設に伴い、本林道から分岐する作業道が整備されるなど、路網を活用した
間伐等の施業が推進されている。

計 画 延 長

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

林 路 規 格

【前回評価時】（３）効果

（４）事業内容

　本林道の開設に伴い、開設済区間周辺の森林施業（間伐・枝打ち等）が実施されている。
（Ｈ２０～Ｈ２９年の施業実績　約２３６ha）
　また、本林道の開設に伴い、本林道から分岐する作業道が整備されるなど、路網を活用した
間伐等の施業が推進されている。

増減

－

縦 断 勾 配 ９％以下（最急１４％） 変更なし －

設 計 車 両

曲 線 半 径
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Ｒ９ Ｒ１１ ＋２年

変更なし

Ｈ４ 変更なし

－

－

完 了 予 定 年 度

２　再評価のための資料

(2018年度)
前回評価時点

(2023年度)
今回再評価時点

Ｈ４

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

　林野庁が策定する「林道規程」の一部改正に合わせて林道設計の基準を変更するが、概ね
前回と変更なし

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【事業根拠法令】
　森林法

【関連事業】

　なし

【特記事項】

　特になし

（１）事業進ちょく
状況等

３６年間 ３８年間

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

投 資 事 業 費

＋２年間

増減項目

事 業 採 択 年 度

着 工 年 度

事 業 期 間

全 体 事 業 費 ２６．６億円 ３１．０億円 ＋４．４億円

　完成予定年度の延伸及び全体事業費の増
　※要因は「（３）費用対効果分析の要因変化」参照

２１．０億円 ２３．７億円 ＋２．７億円

工 事 進 ち ょ く 率 ７８．９％ ７６．５％ －２．４ポイント

うち用地進ちょく率

うち工事進ちょく率
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【現状での課題】
　令和３年３月頃より顕在化しているウッドショックの影響を受け、世界的な情勢に影響されな
い国産材供給体制の構築に対して益々期待が高まっている。
　本県においては、県産材の円滑な流通を図るため、製材事業者等を交えた「県産材転換戦
略検討会」を立ち上げ議論したところで、市場の需要に即応して素材供給するためには林道
をはじめとする路網や機械等の生産基盤整備を一層強化する必要があるとの課題が挙がっ
た。

【地域の協力体制】

  智頭町では、「智頭林業・木材産業再生ビジョン」の計画期間の終了に伴い、令和２年度か
ら新ビジョンとして「智頭の山と暮らしの未来ビジョン」を策定し、人口減少が続く社会の中で山
林といかに調和し、暮らしや産業と共に地域の持続性を保っていくか示された。智頭町は、引
き続き智頭材の搬出に独自の持ち出し支援を行うなど、間伐材の搬出・販売を促進し、適切
な森林整備を行うため林道整備を推進することとしている。
　また、森林所有者及び智頭町役場の協力のもと事業を推進している。

【関連事業との整合性の変化】

　特になし

【費用の変化】
　以下の理由により、増額する必要が生じた。
・公共事業における労務費、諸経費等が上昇し、さらに消費税の引き上げに伴い事業費が増
額となる。
・開設残区間のルート変更に伴い、全体計画延長が増となった。
・掘削土質について岩盤が多く掘削及び法面保護工に係る経費が増加した。

【事業期間】

・開設残区間のルート変更により計画延長を延伸（L＝１４０ｍ）したため、それに伴い工事期
間（開設・舗装）について、令和９年度から令和１１年度に２年間延長する。

（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

　特になし

【その他】

　特になし

【地域の事業に対する社会的評価】

（３）費用対効果分
析の要因の変化

【費用対効果分析の結果】

　費用対効果Ｂ／Ｃ＝１．５２
　※「林野公共事業における事業評価マニュアル（令和５年４月林野庁）」により算定
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・社会的割引率　：　4％

・便益算定期間　：　7８年

（単位：百万円）

洪水防止便益

流域貯水便益

水質浄化機能便益

土砂流出防止便益

土砂崩壊防止便益

炭素固定便益

災害時迂回路確保便益

※上記の事業費は、（１）記載の全体事業費ではなく費用便益計算上使用する事業費

①今後も上記によるコスト縮減を図るとともに、新たなコスト縮減策を可能な限り導入する。
②平面線形、縦断線形は地形に沿った線形を基本にコスト縮減を図るとともに、作業道がより
取り付けやすい構造とする。

項　　目
(2018年度）

前回評価時点
(2023年度）

今回再評価時点

費用項目

978 1,915

1,521 1,632

1 2

115 78

総費用（Ｃ） 4,806 6,220

1,799 2,053

469 496

森林整備促進便益 5,653 7,382

9

森林管理等経費縮減便益 21 36

（４）コスト縮減の
取り組み

【実績】
①切土に伴う残土量を極力抑えるため、切土・盛土の均衡を図るようルートを選定している。
②路側構造物は、残土量を極力抑えるため、可能な限り補強土壁等に変更している。
③一部の区間の幅員を見直し、土工量等の縮減を図っている。（５m→４m）
④Ｕ字側溝からＬ型側溝に変更し、切土法尻の余幅を縮小することで、切土量及び法面植生
工の経費縮減を図っている。

【今後の見込み】

総便益（Ｂ） 7,480 9,480

造林作業経費縮減便益 7

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.56 1.52

0 0

2,568 3,259

便益項目

木材生産等便益

【費用便益比の計算】

事業費 4,806 6,058

維持管理費 0 162
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（５）環境への影
響・配慮

【想定される影響】
　①工事中の騒音・振動による影響
　②工事中の濁水による影響
　③建設副産物の処理
　④自然環境の改変

【影響を回避又は軽減する方法】

　①低騒音・低振動工法、同建設機械の採用による対策を実施
　②常水のある谷を通過する場合には、必要により沈砂池等の濁水対策を実施
　③建設発生土の有効利用、再生資源の利用促進、廃棄物の発生抑制、分別の徹底、再資
源化、適正処理を推進
　④改変量が少ない線形を選定、法面植生等による機能回復など

【前回評価時点からの変更点及びその要因】

　変更なし
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様式３

　継続

審 議 の 概 要
　当該事業をめぐる地域の協力体制、地域の事業に対する社会的評価等の社会情勢の変化や費
用対効果分析の結果等を審議した結果、継続が妥当と判断した。

答 申 結 果

評 価 の
実 施 経 緯

事前評価 - 再評価 平成１７年度 平成２２年度 平成３０年度

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度 　平成３０（２０１８）年度、再評価

事 業 概 要 延長：１７，２３３ｍ、総事業費：４３．２億円、事業期間：平成７年度～令和１１年度

諮 問 理 由
　鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「農林水産省」３
　：再評価の実施後さらに５年を経過した事業

事 業 概 要

　計 画 延 長：１７，２３３ｍ
　幅         員：３．０（４．０）～４．０（５．０）ｍ
　全体事業費：４６．４億円（見直し前：４３．２億円）
　事 業 期 間：平成７年度～令和１８年度（見直し前：令和１１年度）

事業の概要及び再評価に係る資料

フ リ ガ ナ

事 業 名 　県営森林環境保全整備林道事業
ケ ン エ イ シ ン リ ン カ ン キ ョ ウ ホ ゼ ン セ イ ビ リ ン ド ウ ジ ギ ョ ウ

(窓
マ ド

山
ヤマ

線
セン

)

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 　日野
ヒ ノ

郡
グ ン

日南町
ニチナンチョウ

多里
タ リ

、新屋
ニ イ ヤ

再評価の理由
　鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「農林水産省」３
　：再評価の実施後さらに５年を経過した事業

未着手又は事
業 が 長 期 化 し
て い る 理 由

　当路線は、既設の道路と接続している箇所が少ないため工事施工箇所が限定され、年間の工事
量に限界があるとともに、山間部のため冬期の積雪により施工可能期間に制約があるため、当初
から長期の事業期間を見込んでいる。
　また、令和元年１２月に日南町教育委員会から、国指定特別天然記念物オオサンショウウオの保
護のため町が策定する保護指針ができるまでの間、事業休止の要請があり、一時事業休止したた
め。

付 帯 意 見 なし

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

　－
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変更なし －

変更なし －

計 画 延 長 １７，２３３ｍ

（３）効果 【前回評価時】

　本林道の開設に伴い、開設済区間周辺の森林施業（新植、下刈、枝打、間伐等）が推進されて
いる。（Ｈ２０～Ｈ２９の施業実績　約５３２ｈａ）
　また、本林道の開設に伴い、本林道から分岐する作業道が整備されるなど、路網を活用した間
伐等の施業が推進されている。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

　本林道を利用して林道沿線の森林施業（新植、下刈り、枝打ち、除伐、間伐等）が推進されてい
る（Ｈ２５～Ｒ４の施業実績　約４７１ha）。
　　また、本林道の開設に伴い、本林道から分岐する作業道が整備されるなど、路網を活用した間
伐等の施業が推進されている。

（４）事業内容

項目
(2018年度)

前回評価時点
(2023年度)

今回再評価時点
増減

財 源 内 訳 国50%､県42.5%､町7.5% 変更なし －

設 計 車 両
普通自動車

（長さ12m以下）
変更なし －

曲 線 半 径 １５ｍ以上

変更なし －

縦 断 勾 配 ９％以下（最急１４％）

道 路 規 格 第２種１級 変更なし －

設 計 速 度 ２０ｋｍ

変更なし －

計 画 幅 員
有効幅員　3.0ｍ
全体幅員　4.0ｍ

変更なし －

１　事業の概要

（１）事業目的 【前回評価時】

　日南町新屋から同町上萩山に至る広範囲な森林地帯で、森林の多面的機能（水源のかん養、
国土保全、環境保全及び木材生産等）の維持・高度発揮を図る上で不可欠な、路網の骨格となる
林道を整備する。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

　変更なし

（２）必要性 【前回評価時】

　本林道の利用区域森林面積2,550haには人工林が約７割を占めており、その内、間伐等の施業
が必要な林分が約７割と多いことから、路網整備の遅れている区域について、早急な林道等の整
備が必要となっている。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

　近年、異常な豪雨・台風災害が激甚化・頻発化しており、併走する国道が被災した際の代替路と
しての必要性が高まっている。
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【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

全 体 事 業 費 ４３．２億円 ４６．４億円 ＋３．２億円

令和１１年度

変更なし －

完 了 予 定 年 度

投 資 事 業 費 ２５．３億円 ２７．５億円 ＋２．２億円

進 ち ょ く 率 ５８．６％ ５９．３％ ＋０．７ポイント

令和１８年度 ＋７年

事 業 採 択 年 度 平成７年度 変更なし －

２　再評価のための資料

（１）事業進ちょく
状況等

項目
(2018年度)

前回評価時点
(2023年度)

今回再評価時点
増減

　完成予定年度の延伸及び全体事業費の増
　※要因は「（３）費用対効果分析の要因変化」参照

事 業 期 間 ３５年間 ４２年間 ＋７年間

着 工 年 度 平成７年度

うち工事進ちょく率

うち用地進ちょく率

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

【事業根拠法令】
　森林法

【関連事業】

　平成２７年度から令和元年度に地域再生計画の認定を受け、道整備交付金により日南町が町道
及び林道の整備を行った。また、日南町は令和３年度から５年度にかけて、農山漁村地域整備交
付金を活用して林道の整備を行っている。
　【事業内容】
 　     　　うちかた　　　　　     　　　　　　　　　　　 　　　うちかた

　・町道　内方線　  400ｍ　・ 林道　内方線　2,051ｍ

【特記事項】

　特になし

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

　林野庁が策定する「林道規程」の一部改正に合わせて林道設計の基準を変更するが、概ね前回
と変更なし
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（３）費用対効果分
析の要因の変化

【費用の変化】
以下の理由により、増額する必要が生じた。
・公共事業における労務費、諸経費等が上昇し、さらに消費税の引き上げに伴い事業費が増額と
なる。

（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

【現状での課題】
　令和３年３月頃より顕在化しているウッドショックの影響を受け、世界的な情勢に影響されない国
産材供給体制の構築に対して益々期待が高まっている。
　本県においては、県産材の円滑な流通を図るため、製材事業者等を交えた「県産材転換戦略検
討会」を立ち上げ議論したところ、市場の需要に即応して素材供給するためには林道をはじめとす
る路網や機械等の生産基盤整備を一層強化する必要があるとの課題が挙がった。

【地域の協力体制】

　日南町は令和２年に「第６次日南町総合計画」を策定し、令和１１年までの１０年間のまちづくりの
方向性を明らかにし、町の基幹産業の一つに成長した林業において、持続可能な木材生産など
に取り組んでいくこととしている。
　平成３１年に同町多里地内に即戦力の育成とスムーズな雇用などを目的に「にちなん中国山地
林業アカデミー」を開校し、林道を補完する森林作業道の開設技術についても学習することとなっ
ており、林道整備への関心は高い。
　また、森林所有者及び日南町役場の協力のもと事業を推進している。

【関連事業との整合性の変化】

　特になし

【地域の事業に対する社会的評価】

　特になし

【その他】

　特になし

【事業期間】

　当路線は、既設の道路と接続している箇所が少ないため工事施工箇所が２箇所に限定され、年
間の工事量に限界があるとともに、山間部のため冬期の積雪等により施工可能期間に制約がある
ことなどから事業期間が長期化している。
　また、令和元年１２月に日南町教育委員会から、国指定特別天然記念物オオサンショウウオの保
護のため町が策定する保護指針ができるまでの間、事業休止の要請があり、一時事業休止した。
なお、保護指針は令和５年３月に策定済み。

【費用対効果分析の結果】

　費用対効果Ｂ／Ｃ＝１．３８
　※「林野公共事業における事業評価マニュアル（令和５年４月林野庁）」により算定
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・社会的割引率　：　４％

・便益算定期間　：　82年

（単位：百万円）

※上記の事業費は、（１）記載の全体事業費ではなく、費用便益計算上使用する事業費

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.46 1.38

（４）コスト縮減の
取り組み

【実績】
①切土に伴う残土量を極力抑えるため、切土・盛土の均衡を図るようルートを選定している。
②路側構造物は、残土量を極力抑えるため、可能な限り補強土壁等に変更している。
③一部の区間の幅員を見直し、土工量等の縮減を図っている。（５m→４m）
④Ｕ字側溝からＬ型側溝に変更し、切土法尻の余幅を縮小することで、切土量及び法面植生工の
経費縮減を図っている。

【今後の見込み】

炭素固定便益 160 110

災害時迂回路確保便益 0 0

総便益（Ｂ） 8,221 9,713

流域貯水便益 466 480

972 1,803

土砂流出防止便益 1,541 1,637

土砂崩壊防止便益 38 54

水質浄化機能便益

森林整備促進便益 4,964 6,331

木材生産等便益 3,249 3,368

造林作業経費縮減便益

洪水防止便益 1,788 2,247

【費用便益比の計算】

項　　目
(2018年度）

前回評価時点
(2023年度）

今回再評価時点

7,043

森林管理等経費縮減便益 5 5

3 8

便益項目

総費用（Ｃ） 5,626

維持管理費 191 235

費用項目

事業費 5,435 6,808

①今後も上記によるコスト縮減を図るとともに、新たなコスト縮減策を可能な限り導入する。
②平面線形、縦断線形は地形に沿った線形を基本にコスト縮減を図るとともに、作業道がより取り
付けやすい構造とする。
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（５）環境への影
響・配慮

【想定される影響】
　①工事中の騒音・振動による影響
　②工事中の濁水による影響
　③建設副産物の処理
　④自然環境の改変
　⑤河川横断部等におけるオオサンショウウオ生息環境への影響

【影響を回避又は軽減する方法】

　①低騒音・低振動工法、同建設機械の採用による対策を実施
　②常水のある谷を通過する場合には、必要により沈砂池等の濁水対策を実施
　③建設発生土の有効利用、再生資源の利用促進、廃棄物の発生抑制、分別の徹底、
　　再資源化、適正処理を推進
　④改変量が少ない線形を選定、法面植生等による機能回復など
　⑤町教育委員会が策定した指針に基づき、教育委員会や専門家等と協議を行い工法等を検討

【前回評価時点からの変更点及びその要因】

　令和５年３月に日南町教育委員会が「日南町「国指定特別天然記念物オオサンショウウオ」個体
保護および生息環境保全指針　2023」を策定し流域毎に対応方針が示された。
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様式３

事 業 概 要

事業延長：L=約2.2km（塩見川L=約1.5km、放水路L=0.65km）
事業概要：河道拡幅、放水路新設
事業費　 ：71.6億円　（見直し前：28.3億円）
事業期間：令和２（２０２０）年度～令和１３（２０３１）年度
　　　　　　（見直し前：令和２（２０２０）年度～令和１１（２０３１）年度）
※・昭和５４（１９７９）年度　全体計画策定、事業着手
　 ・平成１３（２００１）年度～平成１７（２００５）年度年度  床上浸水対策特別緊急事業で
実施
　 ・平成２０（２００８）年度　河川整備計画策定
　 ・平成２２（２０１０）年度～令和元（２０１９）年度 　交付金事業で実施
　 ・令和２（２０２０）年度～　補助事業（大規模特定河川事業）に移行

答 申 結 果

付 帯 意 見

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

審 議 の 概 要

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度

諮 問 理 由

事業の概要及び再評価に係る資料

再評価の理由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条第２項
社会情勢の変化等により知事が必要と認める事業

未着手又は事
業が長期化して
い る 理 由

　現事業は河道掘削を主とした暫定整備であり、橋梁部を除いて現事業後のステップ
にて築堤盛土及び地盤改良を実施する予定であった。しかし、詳細設計の結果、暫定
整備後の地盤改良の実施は施工ヤードを再確保する等の手戻りが生じることが明らか
となった。その手戻りを防止するため、暫定整備段階の現事業にて、地盤改良を実施
することとした。
　これにより工程を見直ししたところ事業期間の延伸が必要となった。

評 価 の
実 施 経 緯

フ リ ガ ナ

事 業 名 大規模特定河川事業
ダイキボトクテイカセンジギョウ

（
（

塩見
シオミ

川
ガワ

）
）

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 鳥取市
トットリシ

福部町
フクベチョウ

細川
ホソカワ

事前評価 - 再評価 -

事 業 概 要

・本事業は塩見川河川改修事業の一部を国の補助事業に移行したものである。

・塩見川河川改修事業は昭和５４年（１９７９）に着手したものであり、事前評価は行っ

ていない。

・また、近年は交付金事業として実施していたため、再評価も実施していない。
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【事業着手時】

変更なし。

塩見川及びその支川流域の鳥取市福部町市街地、市総合支所、学校、主要地方道を
洪水から守り、住民の生活や地域の経済活動を支えるインフラを守ることを目的とす
る。

・旧福部村の中心部には家屋が密集しているほか、福部駅前には災害対応の重要な
拠点となる市総合支所、学校等が立地しており、被害発生時には大きな損害が想定さ
れる重要な区域である。
・昭和５１年（１９７６）、平成２年（１９９０）、同１８年（２００６）を始め、度々浸水被害を受け
ている。特に昭和51年には、浸水農地146ha、床上浸水33戸、床下浸水38戸の大きな
被害が発生した。

【事業着手時】（２）必要性

（１）事業目的

１　事業の概要

Ｒ５（２０２３）７月豪雨により、※浸水面積116ha、※床上浸水12戸、※床下浸水26戸の
被害が発生した。（※暫定値）

（全国における近年の洪水被害状況）
・全国において、大規模洪水が毎年のように発生し甚大な被害が発生している。
　（H３０（２０１８）：西日本豪雨、R１（２０１９）：東日本台風、R2（２０２０）：７月豪雨、R3（２
０２１）：７月豪雨、８月豪雨、R４（２０２２）：８月豪雨、R５（２０２３）：６月豪雨、７月豪雨

変更なし。

【事業着手時点からの変更点及びその要因等】

【事業着手時点からの変更点及びその要因等】

【事業着手時点からの変更点及びその要因等】

【事業着手時】（３）効果

　頻繁に浸水被害が生じている塩見川において、整備効果の早期発現に向け、本川
及び箭渓川（やだにがわ）放水路の暫定河道(３年に１度の降雨規模)を整備する。これ
により、１０年に１度の降雨規模程度の降雨では、市総合支所、福部駅周辺の床上浸
水被害を解消される。

（これまでの整備による整備効果）
　塩見川の治水上のボトルネックであった如来橋（にょらいばし）、箭渓川合流部が平成
29年度に解消された。これにより平成29年台風18号では、近年大きな浸水被害が生じ
た平成18年7月豪雨と同程度の降水量であったにもかかわらず、大幅に浸水被害（面
積）が軽減された。加えて平成30年7月豪雨においても、同程度の降水量を観測した
が、被害は発生せずネック部解消（河川整備）の効果が確認された。
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※（）内は整備計画規模の値

財 源 内 訳

　塩見川L=約1.5km
放水路L=0.65km 変更なし -

国50％、県50％ 変更なし -

(2020年度)
事業着手時点

(2023年度)
今回再評価時点

3年に１度の降雨
（30年に１度の降雨）

変更なし

44～63
（130～190）

変更なし -

計 画 延 長 (m)

計 画 規 模

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

（４）事業内容

増減

-

項目

変更なし。

【事業着手時点からの変更点及びその要因等】

【事業根拠法令】
河川法

【関連事業】

特に無し

【特記事項】

特に無し

計 画 目 標 （ m3/s ）
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完 了 予 定 年 度

２　再評価のための資料

(2020年度)
事業着手時点

2029（R11） 2031（R13） +2年

増減
(2023年度)

今回再評価時点

（１）事業進ちょく
状況等

9年 11年

【事業着手時点からの変更点及びその要因等】

投 資 事 業 費

17.0%

+2年間

地元関係者の協力は得られている。

【関連事業との整合性の変化】

該当無し

項目

事 業 採 択 年 度

着 工 年 度

事 業 期 間

うち工事進ちょく率 0.0%

2020（R2）

2020（R2） 2020（R2）

2020（R2）

（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

全 体 事 業 費 28.3億円 71.6億円 +43.3億円

うち用地進ちょく率 0.0% 68.8%

完成予定年度の延伸及び全体事業費の増。
※要因は「（３）費用対効果分析の要因の変化」のとおり。

該当無し

【その他】

　近年の豪雨災害等を踏まえ、国においては、地方公共団体が実施する事業につい
て、計画的・集中的な整備により効果の早期発現を図るための個別補助事業を拡充し
ている。

【地域の事業に対する社会的評価】

0.0億円 20.8億円
（R５（２０２３）年度末見込み）

+20.8億円

進 ち ょ く 率 0.0% 29.1%

【現状での課題】

特に無し

【地域の協力体制】
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・社会的割引率　：　４％

・便益算定期間　：　５０年

（単位：百万円）

※事業着手時点の各項目は、H27（2015）に算定したものである。

項　　目
(2020年度）

事業着手時点
(2023年度）

今回再評価時点

【費用の変化】
　現事業は河道掘削を主とした暫定整備であり、橋梁部を除いて現事業後のステップ
にて築堤盛土及び地盤改良を実施する予定であった。しかし、詳細設計の結果、暫定
整備後の地盤改良の実施は施工ヤードを再確保する等の手戻りが生じることが明らか
となった。その手戻りを防止するため、暫定整備段階の現事業にて、地盤改良を実施
することとした。
　これにより工程を見直ししたところ事業期間の延伸が必要となった。

【事業期間】

　暫定整備段階の現事業にて、地盤改良を実施することとした。これにより、再度工程
を見直したところ事業期間の延伸が必要となり、事業期間を令和１３（２０３１）年度まで
延伸する。（見直し前：令和２（２０２０）年度～令和１１（２０２９）年度）

【費用対効果分析の結果】

費用便益比（Ｂ/Ｃ）＝（算定中）
※「治水経済調査マニュアル（案）（令和２年４月　国土交通省　水管理・国土保全局）

【費用便益比の計算】

事業費 2,615 （算定中）

維持管理費 295 （算定中）

費用項目

便益項目

被害軽減期待額

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.82 （算定中）

残存価値 161 （算定中）

総便益（Ｂ） 5,291 （算定中）

（３）費用対効果分
析の要因の変化

総費用（Ｃ） 2,910 （算定中）

5,130 （算定中）
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【事業着手時点からの変更点及びその要因等】

・今後も発生土の現場内流用・仮置きを行い、運搬費・処分費を削減する。
・堤防舗装に再生材（アスファルト、砕石）を利用し、コスト縮減を図る。

詳細な軟弱地盤解析の結果、当初計画では隣接する家屋影響等が生じることが判明
したため、計画の見直しを行った。

（４）コスト縮減の
取り組み

（５）環境への影
響・配慮

【実績】

再生材（アスファルト、砕石）を利用し、工事費を削減した。

【今後の見込み】

【想定される影響】
・工事中の建設機械稼働に伴う影響
・築堤盛土による周辺地盤変位
・築堤盛土による景観の変化

【影響を回避又は軽減する方法】

・低騒音型、低振動型、排出ガス対策型の建設機械を採用する。
・家屋部へ変位が及ばないように縁切り矢板を実施する。
・堤防法面を植生により保護し、周辺景観との調和を図る。
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様式３

審 議 の 概 要
当該事業については、事業費用、事業期間及び将来交通量の見直しによる走行時間短
縮、走行経費減少、交通事故減少に伴う費用便益比の再算定の結果について検証を行っ
た結果、継続が妥当と判断した。

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度 平成３０（２０１８）年度、再々々評価

諮 問 理 由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（２）
：社会情勢の変化等により知事が必要と認める事業（事業費が増加したことから再評価が必
要であると判断されるため）

平成２６年度
（２０１４）

事 業 概 要

平成３０年度
（２０１８）

事 業 概 要 道路延長：４，０５０ｍ、総事業費：１３１．０億円、事業期間：平成１７年～令和６年度

計 画 延 長：４，０５０ｍ
幅         員：７．０　（１３．５）ｍ
全体事業費：１３３．０億円（見直し前：１３１．０億円）
事 業 期 間：平成１７年～令和６年度

答 申 結 果 妥当

付 帯 意 見 特になし

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

該当なし

事業の概要及び再評価に係る資料

再評価の理由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「国土交通省」５
：再評価の実施後さらに５年を経過した事業

未着手又は事
業 が 長 期 化 し
て い る 理 由

前回評価時と計画の変更はないが、大規模事業であり、当初から長期の事業期間を見込ん
でいる。

評 価 の
実 施 経 緯

フ リ ガ ナ

事 業 名 一般国道３１３号道路改築事業（倉吉道路）
　いっぱんこくどう　　　ごう　どうろかいちくじぎょう　　くらよしどうろ

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 倉吉市
くらよしし

　小鴨
おがも

～和田
わだ

事前評価 － 再評価
平成２２年度

（２０１０）
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【前回評価時】

変更点なし

【前回評価時】上記目的に対し、現道には次の課題があるため事業実施する必要がある。（２）必要性

（１）事業目的

１　事業の概要

　・鳥取県北栄町から岡山県真庭市に至る全長約50㎞の地域高規格道路「北条湯原道路」
　　の一区間であり、米子自動車道、山陰自動車道と併せて高規格幹線道路網を形成して
　　いる。
　・倉吉市小鴨から和田の現道区間は、沿線には人家や商店が連担し、沿線地域住民の通
　　勤通学や日常生活においても利用者が多い区間であり、域内交通と通過交通が混在し
　　ている。
　・また、道路幅員も狭く、多くの市道が交差するため、特に朝・夕の通勤時間帯を中心に
　　交通混雑が発生し、交通事故も多発している
　・このような域内交通と通過交通との分離を図り、線形不良区間・事故多発区間の解消と
　　円滑な交通の確保により地域間の交流連携強化を図る

【歩道幅員狭小区間】
・当該区間は沿線に集落も多く、学校も立地していることから歩行者の利用も多いが、人家
　や商店が連担しているため、歩道幅員も狭く、歩行者にとって危険な状況となっている。

【事故多発区間】
・現道区間では、域内交通と通過交通が混在することにより、交通事故が多発している。

【交通渋滞箇所】
・小鴨橋西交差点は、倉吉市南部・西部と倉吉市市街地や国道９号を結ぶ位置にあり、
　朝夕を中心に慢性的に混雑している。

変更なし
・事故状況　死傷事故発生件数（H30～R4）
　　　　　　　　　　現国道３１３号　27件　※倉吉道路・倉吉関金道路 両区間の現道区間

変更なし

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時】（３）効果

【地域間連携強化】
・岡山県真庭地方生活圏と鳥取県中部地方生活圏は、日常生活はもとより、観光・産業等
　での交流強化が期待されている。

【物流の効率化】
・路線周辺に立地する「西倉吉工業団地」や県中部特産の「大栄スイカ」、「二十世紀梨」の
　選果場と主要出荷先である京阪神地域を最短で結ぶことにより、物流の効率化を図ること
　ができる。

【観光地の活性化や企業活動を支援】
・山陰道との一体整備を進めることにより、観光地までのアクセス性向上や関西方面や島根
　県方面からの観光客数増加に期待。
・北条湯原道路の整備により、西倉吉工業団地及びその他工業団地の企業誘致、企業活
  動を支援。
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(２０１８年)
前回評価時点

(２０２３年)
今回再評価時点

第１種第３級 変更なし

８０ｋｍ/時 変更なし設 計 速 度

項目

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

現 況 交 通 量

最新の交通量推計基礎データにより計画交通量の見直しを実施。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【事業根拠法令】

道路法

【関連事業】

・山陰道「北条道路」
・地域高規格道路「北条湯原道路」における各事業

【特記事項】

なし

－

４，０５０ｍ
（バイパス）

変更なし －

有効幅員　７．０ｍ
全体幅員　１３．５ｍ

変更なし －

国５５％、県４５％ 変更なし －

バイパス
8,200～

10,900台/日
算定中 算定中

計 画 延 長

計 画 幅 員

財 源 内 訳

5,427～
11,600台/日

（H27センサス）

4,773～
11,371台/日
（Ｒ３センサス）

-229～
-654台/日

道 路 規 格

（４）事業内容

計 画 交 通 量

増減

－

3



変更なし

H１７ 変更なし

－

－

２０年 変更なし

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

投 資 事 業 費

全体事業の増
　※要因は「（３）費用対効果分析の要因変化」参照

99.0%

完 了 予 定 年 度

－

Ｒ６ 変更なし －

２　再評価のための資料

(２０１８年)
前回評価時点

(２０２３年)
今回再評価時点

H１７

増減

【現状での課題】
特になし

【地域の協力体制】

地元関係者の協力が得られており、用地買収も完了している。

【関連事業との整合性の変化】

【北条湯原道路関係】
　・初和下長田道路（岡山県真庭市内：L=6.2㎞）が令和４年１０月までに開通済

項目

事 業 採 択 年 度

着 工 年 度

事 業 期 間

（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

全 体 事 業 費 １３１．０億円 １３３．０億円 ＋２．０億円

うち用地進ちょく率 100.0% 変更なし －

＋5.6ポイント

　・交通分散を図ることなどにより、現道交通の分散による現道周辺地域の混雑の解消、
　　安全性の向上と沿道環境改善に貢献するものと期待されている。

【その他】

　・倉吉西IC～倉吉IC間（L=3.3km）は、平成25年6月8日に開通
　・小鴨IC（仮称）が関金方向のハーフIC構造であることから、小鴨IC（仮称）～倉吉西IC間
　　（L=0.8㎞）は、倉吉関金道路の福山IC（仮称）～小鴨IC（仮称）間（L=3.0㎞）と同時開通
　　予定

【地域の事業に対する社会的評価】

１２４．５億円
（H30年度末時点）

１３０．８億円
（Ｒ５年度末見込み）

＋６．３億円

進 ち ょ く 率
（ 事 業 費 ベ ー ス ）

93.6% 98.4% ＋4.8ポイント

うち工事進ちょく率 93.4%

（１）事業進ちょく
状況等
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　・今後も引き続き上記手法等を用いながらコスト縮減を図る。

項　　目
(２０１８年）

前回評価時点
(２０２３年）

今回再評価時点

費用項目

【費用の変化】　以下の理由により、増額する必要が生じた。

①各種労務費・資材単価の高騰等による増額
　・前回評価時においては予測できなかった各種労務費や主要資材価格の急激な上昇や
　　各種諸経費等の改定（週休２日モデル工事実施に伴う諸経費補正等）による増額につ
　　いて追加計上する必要が生じた。
②道路法面植生の吹付厚さの変更による増額
　・法面の土壌硬度を確認した結果、土壌硬度が高く、植生基材の吹付厚さを変更する必
　　要が生じた。

【事業期間】

変更なし

【費用対効果分析の結果】

費用便益比Ｂ／Ｃ＝算定中（前回Ｈ３０評価時１．２８）
※「費用便益マニュアル（令和4年2月国土交通省道路局都市・地域整備局）」により算定

【費用便益比の計算】

事業費 170.0億円 算定中

維持修繕費 3.1億円 算定中

走行時間短縮便益 192.0億円 算定中

走行経費減少便益 19.0億円 算定中

交通事故減少便益 9.5億円 算定中

（４）コスト縮減の
取り組み

（５）環境への影
響・配慮

総便益（Ｂ） 221億円 算定中

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.28 算定中

（３）費用対効果分
析の要因の変化

【実績】
　・残土の処分先を調整した結果、一部残土について残土処分場から他工事への流用に
　　変更することによりコスト縮減を図った。

【今後の見込み】

【想定される影響】
①工事中の建設機械稼働に伴う影響
②建設副産物の処理

【影響を回避又は軽減する方法】

総費用（Ｃ） 173億円 算定中

便益項目

①低騒音型、排出ガス対策型の建設機械を採用
②建設発生土の有効利用、再生資源の利用促進、廃棄物の発生抑制、分別の徹底、再資
　 源化、適正処理を推進

【前回評価時点からの変更点及びその要因】

変更なし
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様式３

事業の概要及び再評価に係る資料

再評価の理由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「国土交通省」５
：再評価の実施後さらに５年を経過した事業

未着手又は事
業 が 長 期 化 し
て い る 理 由

前回評価時と計画の変更はないが、大規模事業であり、当初から長期の事業期間を見込
んでいる。

評 価 の
実 施 経 緯

フ リ ガ ナ

事 業 名 一般
いっぱん

国道
こくどう

３１３号
ごう

道路
どうろ

改築
かいちく

事業
じぎょう

（倉吉
くらよし

関金
せきがね

道路
  どうろ

）

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 倉吉市
くらよしし

　関金町
せきがねちょう

　大鳥居
おおとりい

　～　倉吉
くらよし

市
し

　小鴨
おがも

事前評価
平成２２年度

（２０１０）
再評価

平成２６年度
（２０１４）

平成３０年度
（２０１８）

事 業 概 要

事 業 概 要 道路延長：７，０１０ｍ、総事業費：１９７．０億円、事業期間：平成２３年～令和９年度

計 画 延 長：７，０１０ｍ
幅         員：７．０　（１３．５）ｍ
全体事業費：２５２．０億円（見直し前：１９７．０億円）
事 業 期 間：平成２３年～令和１９年度（見直し前：平成２３年～令和９年度）

答 申 結 果 妥当

付 帯 意 見 特になし

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

該当なし

審 議 の 概 要
当該事業については、事業費用、事業期間及び将来交通量の見直しによる走行時間短
縮、走行経費減少、交通事故減少に伴う費用便益比の再算定の結果について検証を行っ
た結果、継続が妥当と判断した。

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度 平成３０（２０１８）年度、再々評価

諮 問 理 由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（２）
：社会情勢の変化等により知事が必要と認める事業（事業費が増加したことから再評価が必
要であると判断されるため）
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【地域間連携強化】
・岡山県真庭地方生活圏と鳥取県中部地方生活圏は、日常生活はもとより、観光・産業等
　での交流強化が期待されている。

【物流の効率化】
・路線周辺に立地する「西倉吉工業団地」や県中部特産の「大栄スイカ」、「二十世紀梨」の
　選果場と主要出荷先である京阪神地域を最短で結ぶことにより、物流の効率化を図ること
　ができる。

【観光地の活性化や企業活動を支援】
・山陰道との一体整備を進めることにより、観光地までのアクセス性向上や関西方面や島根
　県方面からの観光客数増加に期待。
・北条湯原道路の整備により、西倉吉工業団地及びその他工業団地の企業誘致、企業活
  動を支援。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時】（３）効果

１　事業の概要

　・鳥取県北栄町から岡山県真庭市に至る全長約50㎞の地域高規格道路「北条湯原道路」
　　の一区間であり、米子自動車道、山陰自動車道と併せて高規格幹線道路網を形成して
　　いる。
　・倉吉市関金町大鳥居から小鴨の現道区間は、沿線には人家や商店が連担し、沿線地
　　域住民の通勤通学や日常生活においても利用者が多い区間であり、域内交通と通過
　　交通が混在している。
　・また、道路幅員も狭く、多くの市道が交差するため、特に朝・夕の通勤時間帯を中心に
　　交通混雑が発生し、交通事故も多発している
　・このような域内交通と通過交通との分離を図り、線形不良区間・事故多発区間の解消と
　　円滑な交通の確保により地域間の交流連携強化を図る

【歩道幅員狭小区間】
・当該区間は沿線に集落も多く、学校も立地していることから歩行者の利用も多いが、人家
　や商店が連担しているため、歩道幅員も狭く、歩行者にとって危険な状況となっている。

【事故多発区間】
・現道区間では、域内交通と通過交通が混在することにより、交通事故が多発している。

【交通渋滞箇所】
・小鴨橋西交差点は、倉吉市南部・西部と倉吉市市街地や国道９号を結ぶ位置にあり、
　朝夕を中心に慢性的に混雑している。

変更なし
・事故状況　死傷事故発生件数（H30～R4）
　　　　　　　　　　現国道３１３号　27件　※倉吉道路・倉吉関金道路 両区間の現道区間

変更なし

【前回評価時】

変更点なし

【前回評価時】上記目的に対し、現道には次の課題があるため事業実施する必要がある。（２）必要性

（１）事業目的

2



増減

－道 路 規 格

（４）事業内容

計 画 交 通 量

計 画 延 長

計 画 幅 員

財 源 内 訳

3,945～
11,723台/日

（H27センサス）

3,814～
11,739台/日
（Ｒ３センサス）

-131～
+16台/日

項目

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

現 況 交 通 量

最新の交通量推計基礎データにより計画交通量の見直しを実施。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【事業根拠法令】

道路法

【関連事業】

・山陰道「北条道路」
・地域高規格道路「北条湯原道路」における各事業

【特記事項】

なし

－

７，０１０ｍ
（バイパス）

変更なし －

有効幅員　７．０ｍ
全体幅員　１３．５ｍ

変更なし －

国５５％、県４５％ 変更なし －

バイパス
8,500～

10,000台/日
算定中 算定中

(２０１８年)
前回評価時点

(２０２３年)
今回再評価時点

第１種第３級 変更なし

８０ｋｍ/時 変更なし設 計 速 度
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（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

全 体 事 業 費 １９７．０億円 ２５２．０億円 ＋５５．０億円

うち用地進ちょく率 40.3% 42.9% ＋2.6ポイント

＋41.2ポイント

　・交通分散を図ることなどにより、現道交通の分散による現道周辺地域の混雑の解消、
　　安全性の向上と沿道環境改善に貢献するものと期待されている。

【その他】

　・倉吉西IC～倉吉IC間（L=3.3km）は、平成25年6月8日に開通
　・小鴨IC（仮称）が関金方向のハーフIC構造であることから、小鴨IC（仮称）～倉吉西IC間
　　（L=0.8㎞）は、倉吉関金道路の福山IC（仮称）～小鴨IC（仮称）間（L=3.0㎞）と同時開通
　　予定

【地域の事業に対する社会的評価】

５１．1億円
（H30年度末時点）

１５２．１億円
（Ｒ５年度末見込み）

＋１０１．０億円

進 ち ょ く 率
（ 事 業 費 ベ ー ス ）

20.3% 60.4% ＋40.1ポイント

うち工事進ちょく率 17.8%

（１）事業進ちょく
状況等

【現状での課題】

特になし

【地域の協力体制】

　地元関係者の協力が得られており、現在工事を進めている小鴨IC（仮称）～福山IC（仮
称）間については、用地買収が完了している。

【関連事業との整合性の変化】

【北条湯原道路関係】
　・初和下長田道路（岡山県真庭市内：L=6.2㎞）が令和４年１０月までに開通済

項目

事 業 採 択 年 度

着 工 年 度

事 業 期 間

増減

１７年 ２７年

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

投 資 事 業 費

全体事業の増
　※要因は「（３）費用対効果分析の要因変化」参照

59.0%

完 了 予 定 年 度

＋１０年

Ｒ９ Ｒ１９ ＋１０年

２　再評価のための資料

(２０１８年)
前回評価時点

(２０２３年)
今回再評価時点

H２３ 変更なし

H２３ 変更なし

－

－
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（４）コスト縮減の
取り組み

（５）環境への影
響・配慮

総便益（Ｂ） 259億円 算定中

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.53 算定中

（３）費用対効果分
析の要因の変化

【実績】

　・地盤改良に使用する砂を購入から他工事での発生砂を流用することとし、コストの縮減
　　を図る。

【今後の見込み】

【想定される影響】

①工事中の建設機械稼働に伴う影響
②建設副産物の処理

【影響を回避又は軽減する方法】

総費用（Ｃ） 169億円 算定中

便益項目

①低騒音型、排出ガス対策型の建設機械を採用
②建設発生土の有効利用、再生資源の利用促進、廃棄物の発生抑制、分別の徹底、再資
源化、適正処理を推進

【前回評価時点からの変更点及びその要因】

変更なし

走行時間短縮便益 225.1億円 算定中

走行経費減少便益 26.1億円 算定中

交通事故減少便益 7.9億円 算定中

【費用対効果分析の結果】

費用便益比Ｂ／Ｃ＝算定中（前回Ｈ３０評価時１．５３）
※「費用便益マニュアル（令和4年2月国土交通省道路局都市・地域整備局）」により算定

【費用便益比の計算】

事業費 164.6億円 算定中

維持修繕費 4.6億円 算定中

　・今後も引き続き上記手法等を用いながらコスト縮減を図る。

項　　目
(２０１８年）

前回評価時点
(２０２３年）

今回再評価時点

費用項目

【費用の変化】　以下の理由により、増額する必要が生じた。

①埋蔵文化財調査区域の追加による増額
　・前回評価時点以降に実施した試掘調査の結果により、埋蔵文化財調査区域を追加する
　　必要が生じた。
②盛土材の土質改良による増額
　・盛土材に使用する他工事発生土の土質が想定以上に悪く、追加で一部土質改良が必
　　要となった。
③各種労務費・資材単価の高騰等による増額
　・前回評価時においては予測できなかった各種労務費や主要資材価格の急激な上昇や
　　各種諸経費等の改定（週休２日モデル工事実施に伴う諸経費補正等）による増額につ
　　いて追加計上する必要が生じた。

【事業期間】

変更なし
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様式３

事業の概要及び再評価に係る資料

諮 問 理 由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「国土交通省」３
：事業採択後５年を経過している継続中の事業であって、進捗状況、社会情勢等から再評価が必
要であると判断される事業（事業費が増加したことから再評価が必要であると判断されるため）

未着手又は事
業が長期化し
て い る 理 由

大規模事業であり、長期の事業期間が必要

評 価 の
実 施 経 緯

ふ り が な

事 業 名 一般国道１８１号道路改築事業（江府道路）
いっぱんこくどう           ごうどうろかいちくじぎょう        こうふどうろ

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

ふ り が な

事 業 箇 所 日野郡
ひのぐん

江府町
こうふちょう

佐川
さがわ

～武庫
むこ

事前評価 ― 再評価
平成２２年度

（２０１０）
平成２７年度

（２０１５）

事 業 概 要

道路延長：４，０６５ｍ、総事業費：１３３．０憶円、事業期間：平成１７年～令和９年度

計 画 延 長：４，０６５ｍ
幅         員：６．５（９．５）ｍ
全体事業費：１９２．０億円（見直し前：１３３．０億円）
事 業 期 間：平成１７年～令和１２年度（見直し前：平成１７年～令和９年度）

答 申 結 果 妥当

付 帯 意 見 特になし

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

該当なし

令和元年度
（２０１９）

事 業 概 要

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度 　令和元（２０１９）年度、再々々評価

諮 問 理 由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「国土交通省」５
：再評価の実施後さらに５年を経過した事業

審 議 の 概 要

　本事業については、事業費の増額及び将来交通量の見直しの内容及びそれらに基づく費用便
益比の再算定について検証を行った。また、審議にあたっては、事業の進捗状況や交通事故発
生の要因などについて現地で確認した。更に、事前通行規制区間解消による防災・減災効果など
費用便益比のみでは表せない定性的効果もあわせて検証し、審議した結果、継続が妥当と判断し
た。
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１　事業の概要

【前回評価時】

　変更点なし

　・事故状況　　死傷事故発生件数（H１０～Ｒ４）
 　　　　　　　　 　現国道１８１号　８１件
　※令和５年６月４日には大型バイクと乗用車の衝突による交通死亡事故が発生。

【前回評価時】（３）効果

【安全・安心な暮らしの支援】
　・バイパス整備により通過交通がバイパスに転換することにより、現道隘路区間の迂回及び現道
　 の交通量が減少することで事故の軽減等安全・安心の向上が図られる。
　・また、日野～米子間における信頼性の高いルートが形成され、大雨等の災害時や緊急搬送時
　 における安定した輸送が確保される。
【地域の連携強化による活性化に貢献】
　・円滑な通行が可能なルートを確保することにより、通勤や買い物等の利便性向上や、アクセス
   向上による観光活性化が図られる。

（１）事業目的

【前回評価時】上記目的に対し現道には次の課題があるため事業実施する必要がある。（２）必要性

　・鳥取県江府町から広島県三次市に至る全長約90kmの地域高規格道路「江府三次道路」の
   一区間であり、中国横断自動車道米子自動車道、中国縦貫自動車道と併せて循環型ネット
　　ワークを形成
　・江府町佐川から武庫の区間は、沿線地域住民の通勤通学などの日常生活や、鳥取県西部
　 地域の農業、商業等の物流・経済産業活動及び大山隠岐国立公園を中心とする観光に重
　 要な役割を果たしている。
　・しかし、現道は事故多発区間、交差点の渋滞、線形不良区間及び異常気象時の事前通行
　 規制区間等の隘路があることから、それらの解消を図り、円滑な交通の確保により地域間の
　 交流連携強化を図る

　変更点なし

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【事故多発箇所・危険箇所】
　・ＪＲ伯備線踏切が近接した危険交差点が多く存在しており、事故が多発している。
　（H10～H26の17年間で76件）
　     ・事故状況　　死傷事故発生件数（H１０～H３０）
 　　　     　　　　　 　現国道１８１号　７９件
　・歩道未整備区間もあり、歩行者は危険に晒されている。
【交差点の渋滞】
　・現道は幅員が狭く、右折待ち車両が後続車両の通行を阻害している。
　・現道区間に並行してJR伯備線が通っており、交差点と踏切が近接していることから、踏切遮断
　 時に滞留が発生し現道両方向の通行ができない状況が発生。
【線形不良箇所】
　・線形不良箇所が集中しており、大型車の通行にも支障を来している状況。
　・現道状況　　線形不良箇所：７箇所（設計速度60㎞/hにおける最小曲線半径150mを満たさない
　　　　　          急カーブ区間）
【事前通行規制】
　・事前通行規制区間（連続雨量200mm以上）や落石の危険性がある箇所が点在し、災害、異常
    気象時の救急医療搬送等に支障を来す恐れがある。
　・事前通行規制区間　　約0.8ｋｍ（時間雨量40ｍｍ、連続雨量200mm以上）
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－

算定中

－６５０台/日

計 画 延 長
４，０６５ｍ
(バイパス)

変更なし

設 計 速 度 －

（４）事業内容

増減

－

項目

最新の交通量推計基礎データにより計画交通量の見直しを実施。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

財 源 内 訳

道 路 規 格

現 況 交 通 量

計 画 交 通 量

計 画 幅 員

第３種第２級 変更なし

６０ｋｍ/時 変更なし

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

【事業根拠法令】

道路法

【関連事業】

・国道183号「鍵掛峠道路」（鳥取広島県境）

【特記事項】

なし

国５５％、県４５％ 変更なし －

－

有効幅員　６．５ｍ
全体幅員　９．５ｍ

バイパス
７，８００台/日

７，４３１台/日
（Ｈ２７センサス）

変更なし

算定中

６，７８１台/日
（Ｒ３センサス）

(２０１９年)
前回評価時点

(２０２３年)
今回再評価時点
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完了予定年度の延伸及び全体事業費の増
　※要因は「（３）費用対効果分析の要因変化」参照

【残事業の内容等】

・残事業は久連トンネル（L=2.6km）及び起終点取付部の約2.7ｋｍ
・トンネル掘削L=2,609mのうち7月下旬時点で約870m掘削完了（残り1,739m）

【現状での課題】（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

特になし

【その他】

・地域高規格道路江府三次線建設促進期成会の総会を毎年開催し、事業進捗状況の報告や
  意見交換を行っている。（今年度は令和５年７月２１日開催）
・令和４年度に江府小学校及び江府中学校が、義務教育学校「奥大山江府学園（小中一貫）」
　として開校。６年生（Ｒ５年度１７人）は、これまでの小学校舎から中学校舎への通学に変更とな
　り、国道181号を通学路として利用することとなった。

【地域の事業に対する社会的評価】

【関連事業との整合性の変化】

・国道183号「鍵掛峠道路」　（鳥取広島県境　L=12km 、うち鳥取県内区間Ｌ＝４ｋｍ）　R7年度
  開通予定
・R５年度から江府道路に隣接する調査区間（江府町武庫～日野町下菅間 L=9km）の道路概略
  設計に着手

１３３．０億円 １９２．０億円

（１）事業進ちょく
状況等

２３年 ２６年

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

投 資 事 業 費

－

－

うち工事進ちょく率 30.9%

変更なし

増減

Ｒ１２ ＋３年

項目

事 業 採 択 年 度

52.1%

＋３年

変更なし

【地域の協力体制】

Ｒ９

＋21.2ポイント

４２．５億円
（R元年度末時点）

１０１．１億円
（R５年度末見込み）

＋５８．６憶円

進 ち ょ く 率
（ 事 業 費 ベ ー ス ）

31.9% 52.6% ＋20.7ポイント

地元関係者の協力が得られており、用地買収も完了している。

Ｈ１７

＋５９．０憶円

うち用地進ちょく率 100.0% 100.0% －

Ｈ１７着 工 年 度

事 業 期 間

全 体 事 業 費

完 了 予 定 年 度

２　再評価のための資料

(２０１９年度)
前回評価時点

(２０２３年度)
今回再評価時点
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（単位：百万円）

【前回評価時点からの変更点及びその要因】

変更なし

（４）コスト縮減の
取り組み

（５）環境への影
響・配慮

（３）費用対効果分
析の要因の変化

【実績】

トンネル掘進方向検討による縮減
・トンネル掘削方向を起点側及び終点側からの２方向として掘削することも検討したが、地元
　との調整や経済比較等により片側掘進施工を採用することでコスト縮減を図った。

【今後の見込み】

【想定される影響】

①工事中の建設機械稼働に伴う影響
②建設副産物の処理

【影響を回避又は軽減する方法】

１０６．４億円 算定中

①低騒音型、排出ガス対策型の建設機械を採用
②建設発生土の有効利用、再生資源の利用促進、廃棄物の発生抑制、分別の徹底、再資源化、
　 適正処理を推進

【※事業を中止した場合の影響等】

走行経費減少便益 １４．７億円 算定中

交通事故減少便益 ３．５億円 算定中

総便益（Ｂ） １２４．６億円 算定中

事業費 １１６．１億円 算定中

維持修繕費 ３．０億円 算定中

総費用（Ｃ） １１９．１億円 算定中

費用項目

【費用の変化】以下の理由により、増額する必要が生じた。
①トンネル掘削における工法変更（支保パターン、補助工法等）による増額
　・久連トンネルの掘削にあたり、想定より脆弱地質である範囲において、掘削した断面の崩壊を
　　防ぐための支保パターンの変更や、補助工法を追加する必要が生じた。
②残土処分地の変更による増額
  ・他工事箇所への流用の調整がつかなくなった工事発生土について、残土処分場への運搬・
　　処分したことによる。
③各種労務費・資材価格の高騰等による増額
　・前回評価時においては予測できなかった各種労務費や主要資材価格の急激な上昇や各種
　　諸経費等の改定（週休２日モデル工事実施に伴う諸経費補正等）による増額について追加
　　計上する必要が生じた。

【事業期間】

久連トンネルの本体工事工程の精査及び残事業の工程を見直したことによる期間延伸

【費用対効果分析の結果】

費用便益比Ｂ／Ｃ＝算定中　（前回Ｒ元　評価時１．０５）
※「費用便益マニュアル（令和4年2月国土交通省道路局都市・地域整備局）」により算定

【費用便益比の計算】

・トンネル掘削残土については、近隣の他工事への流用ができないか引き続き関係機関等と
　調整を図っていく。

便益項目

走行時間短縮便益

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.05 算定中

項　　目
(２０１９年度）

前回評価時点
(２０２３年度）

今回再評価時点

※上記の事業費は、（１）記載の全体事業費ではなく費用便益計算上使用する事業費

・バイパス事業のため、すべて完成しなければ効果が発揮されず現道の問題点は解消されない。
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